2019（平成３１・令和元）年度事業報告
１．今年度の成果と到達点

　今年度も本会は、より公益性を重視する団体として活動の充実に努力した。
　以下、今年度当初に掲げた重点課題に対する取り組みを中心に、報告の概要を述べる。
（１）共に生きる社会の実現

　「障害者差別解消法」や「京都府障害のある人もない人も共に安心していきいきと暮らしやすい社会づくり条例」の理念が完全実施されることを目指して、当事者団体としての社会的役割を発揮するために活動した。特に、他団体とも連携した取り組みとして継続して行っている「共に安心して暮らせる 京都デザインフォーラム」は、障害者権利条約の批准と完全実施をめざす京都実行委員会の１０周年記念として、盛大に開催することができた。また、実行委員会の女性部会にも引き続き参加し議論を深めた。
（２）移動の保障と安全な交通環境の拡充

　駅ホームからの転落事故防止は、私たち視覚障害者のみならず、広範な府市民の願いでもある。昨年度に引き続き、市民に視覚障害者への声かけを呼びかける啓発活動を行った。そのような中で、京都市が地下鉄烏丸線への可動式ホーム柵の設置について、北大路駅は2022年度中に、その他の駅にも2028年度を目処に順次設置する方針を明らかにしたことは、この間の運動の成果であり、明るいニュースであった。
　また、府内北部・府内南部・京都市内の白杖安全デーの開催、京都府警との協力による自転車利用者へのマナー啓発活動などを行ったほか、エスコートゾーンや点字ブロック敷設については、地域団体と連携して土木事務所等との話し合いを行った。
　私たち視覚障害者の安全な移動を保障するための同行援護事業を担うガイドヘルパーの確保が引き続き大きな課題となっていたことから、その実情を京都府に訴えるとともに、本会独自でもマスコミによる募集などの取り組みを行い、従業者養成研修の受講者確保に努力した。また、養成研修の中で、より一層当事者による講習の拡大に努め、受講者の視覚障害理解につなげるよう取り組んだ。
（３）情報・コミュニケーション支援の拡充

　京都市の入院時意思疎通支援事業については、様々な場で一層の活用を呼びかけ、関係機関にも協力を求めたが、件数増など成果につなげることができなかった。府内市町村における情報・コミュニケーション条例の具現化に向けて、地域団体が中心となり、選挙公報、自治体広報の音声版・点字版発行等の実現に努力した。また、今年度成立した「読書バリアフリー法」を追い風として、より視覚障害者への情報提供が推進され、点字の普及が進むよう、研修会等に取り組んだほか、会員を初めとする視覚障害当事者への啓発も行った。
（４）雇用・就労対策

　職業部として、三療部、音楽部、その他分野との合同協議会の開催を検討したが、今年度中の実施はできなかった。
　三療関係の取り組みでは、本会として、京都府あん摩マツサージ指圧師会（以下「京マ会」と表記。）再結成の支援に取り組み、総会・研修会をはじめとする各種行事の準備等に協力した。また、「あはき法１９条違憲訴訟」勝利を目指して、毎回、裁判傍聴に会員・職員を派遣した。２月２５日、大阪地裁で勝訴したが、今後も高裁で裁判が継続される予定である。
（５）福祉広報・啓発活動の推進

　ロービジョンケア紹介リーフレット「さくら」の配布が促進される中で、京都ロービジョンネットワークを介しての相談が飛躍的に増加するなど、医療と福祉の連携が進み、定着した一年であった。一方、相談件数増加への対応、特に支援体制が未整備の他府県在住者からの相談にどのように応じていくのかなど、新たな課題解決の必要性も生じている。そのような実態を知り課題を共有することを目的として、指導者研修会において研修を行った。
　「見えない・見えにくいことによる視覚障害の社会的不利」を広範な府市民に啓発し、障害が正しく理解されることによって適切な支援や福祉サービスの提供が不可欠であることが社会的な合意となるよう活動した。毎年行っている、あい・らぶ・ふぇあ等の開催のほか、昨年度に製作した「ありがとうカード」が多くの会員に活用され、市民に感謝の気持ちを伝える役割を果たした。
　各地域で音訳・点訳及び活動支援など視覚障害者支援ボランティアの養成を行ったほか、実際に活動されているボランティアとの交流を定期的に行っている地域もあり、視覚障害者理解につながっている。一方、視覚障害者・支援ボランティア共に高齢化が顕著となる中、本会や地域団体行事に協力いただくサポーターのより一層の養成を求めて、講座を開催したほか、指導者研修会において、ボランティアサークル等が抱える課題を共有した。なお、今年度中の本格実施には至らなかったが、FacebookなどのＳＮＳを活用しての積極的なプッシュ型広報の推進について検討を開始した。
（６）本会固有の課題への取り組み

ア．独りぼっちの視覚障害者をなくす取り組みの実践
府内南部地域におけるサテライト事業が各地で継続実施され、交流の場としても定着している。また、京都市内においては、地域団体での活動に加え、伏見区では身体障害者団体連合会の取り組みとして行われるなど、各地に広がり、定着する動きが続いた。
府内北部地域においては、福知山市での次年度拠点設置に向けた議論が進み、2020年６月の「北部アイサポートセンター」開所に向けて、計画の立案等を行った。
イ．トータルプランを各部の活動の根底に据えた取り組みの充実
部長会で各部の活動の中にプランを位置付けるために討議を行ったほか、本会活動の活性化と担い手を養成するため、若手会員交流会を開催した。
ウ．当事者活動の大切さをより多くの視覚障害者に伝えるための方策の検討と、地域団体とも連携した本会のみ会員に対する情報提供支援
どのような活動を求めているのか、また過去に地域団体に所属していたにもかかわらず退会された理由は何か等を把握するため、全ての本会のみ会員を対象としたアンケートを実施した。そのうえで得られた結果について、指導者研修会・理事会で分析・報告を行った。
エ．部長会の自主開催と本会内でのリーダーシップの役割の発揮
部長会の運営を若手中心に担ってもらうとともに、お互いの議論と連携を図る中で、部長がより主体的に関わるよう、引き続き取り組んだ。
オ．財政健全化対策の拡充
依然として厳しい財政状況が続く中、より一層の事務の効率化、会計のスリム化を行うとともに、収益事業などの新規開拓に尽力した。また、役員・職員について、引き続き経理担当を担う人材の育成に取り組んだ。
